
（単位：円）
科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部
Ⅰ.流動資産 1,232,454,671 Ⅰ.流動負債 649,468,320
　　　現金及び預金 18,422,183 　　　支払手形 10,066,287
　　　受取手形 61,968,532 　　　買掛金 212,416,742
　　　電子記録債権 16,289,411 　　　電子記録債務 332,970,902
　　　売掛金 443,090,839 　　　未払金 8,431,316
　　　製品及び商品 215,516,315 　　　短期借入金 0
　　　仕掛品 56,281,854 　　　賞与引当金 27,333,795
　　　原材料及び貯蔵品 21,213,731 　　　未払費用 27,819,406
　　　未収入金 22,009,545 　　　未払法人税等 0
　　　関係会社貸付金 388,087,090 　　　未払消費税 11,249,700
　　　前払費用 0 　　　その他流動負債 19,180,172
　　　その他流動資産 1,244,149
　　　貸倒引当金（流動） ▲ 11,668,978

Ⅱ.固定負債 14,567,229
　　　長期借入金 0
　　　退職給付引当金 10,739,178

Ⅱ.固定資産 　　　役員退職慰労引当金 3,716,667
　　１有形固定資産　 345,987,890 　　　その他の固定負債 111,384
　　　　建物及び構築物 15,337,062
　　　　機械及び装置 25,708,080
　　　　工具器具備品 165,245
　　　　土地 291,534,892 負債合計 664,035,549
　　　　建設仮勘定 13,242,611

純資産の部
Ⅰ.株主資本 46,036,000
　　1資本金 36,036,000

　　２無形固定資産 　　2資本剰余金 10,000,000
　　　　 ソフトウエア 7,701,733

　　3利益剰余金 954,202,771
　　３投資その他資産 78,130,026 　　　（１）利益準備金 9,009,000
　　　　投資有価証券 2,850,000 　　　（2）その他利益剰余金 945,193,771
　　　　長期営業債権 3,993,540 　　　　　　　別途積立金　他 704,295,439
　　　　匿名組合出資金等 20,000,000 　　　　　　　繰越利益剰余金 240,898,332
　　　　出資金 10,000
　　　　保証金 6,619,770 Ⅱ評価換算差額金等
　　　　繰延税金資産 48,650,256 　　その他有価証券評価差額金 0
　　　　貸倒引当金（固定） ▲ 3,993,540

純資産合計 1,000,238,771

資産合計 1,664,274,320 負債純資産合計 1,664,274,320

貸借対照表
（2025年３月３１日現在）

 
 

※当期純利益 △38,544,823 円 

 



個別注記表 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

      関連会社株式     総平均法に基づく原価法 

    その他の有価証券 

       時価のあるもの 事業年度末の市場価格に基づく時価法 

             （評価換算差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は総平均法により算定） 

       時価のないもの  総平均法による原価法 

   ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法   

主として先入先出法による原価法 

             （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ 

の方法により算定） 

（2）固定資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

                          定額法によっております。 

なお耐用年数及び残存価額は法人税法と同一の方法 

によっております。 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

                          定額法によっております。 

但し、ソフトウエア（自社利用分）については見込み 

耐用期間（５年）による定額法によっております。 

   ③ リース資産 

     所有権移転外ファイナンスリース取引に係る資産 

                     リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法 

によっております。 

（3）引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     債権の貸倒による損失に備えるため、以下の方法により計上しております。 

        一般債権：           貸倒実績率法 

        貸倒懸念債権及び破産更生債権： 財務内容評価法 

  ② 賞与引当金   

  従業員の賞与支給に備えるため、支給見込み額のうち、当事業年度対応額 

を計上しております。 

  



 ③ 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び 

年金資産の見込額に基づき当事業年度において発生していると認められる 

金額を計上しております。 

 ④ 役員退職慰労金引当金 

     役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額 

を計上しております。 

 

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

  ① 消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は税抜きによっています。 

  ② 重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

     外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替 

差額は損益として処理しております。為替予約が付されている外貨建金銭 

債権債務については、振当処理を行っております。 

 

２.株主資本変動計算書に関する注記 

（1）当事業年度の末日における発行済株式の数 

   普通株式         58,754 株 

 

（2）当事業年度の末日における自己株式の数 

該当事項はありません。 

 


